
取引適正化・価格転嫁に向けた取組
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 中小企業全体の経常利益は、大企業と比較して伸び悩み、その差は拡大している。
 2026年の従業員300人未満の企業における「春闘賃上げ率」は、昨年同時期（13,097円 4.93％）を0.12ポイ
ント下回ったが、金額では昨年同時期を上回った（13,260円 4.81％）。（連合 第5回回答集計結果 5月12日公表）

 サプライチェーン全体で一層の価格転嫁が進み、中小企業の賃上げが継続的に行われるように、価格転嫁・取
引適正化と生産性向上支援を推進することが重要。

「経済の好循環」を実現するためには中小企業との取引条件の改善が必要

財務省「法人企業統計調査季報」
（注）１．ここでの大企業とは資本金10億円以上の企業、中小企業とは資本金1千万円以上１億円未満の企業とする。２

．金融業、保険業は含まない。
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資料︓2026年版中小企業白書・小規模企業白書の概要P39 図１より抜粋
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（参考）
労働供給制約社会における中堅・中小企業の「稼ぐ力」強化戦略
中小企業庁では、中小企業政策審議会の議論を通じ、中小企業庁のKPI及び「労働供給制約社会におけ
る中堅・中小企業の「稼ぐ力」強化戦略」について議論を行い、本戦略をとりまとめ、令和8年６月24
日に公表。

【出典】労働供給制約社会における中堅・中小企業の「稼ぐ力」強化戦略（概要）
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価格転嫁・取引適正化の全体像

①中小受託取引適正化法【取適法】（従業員基準の追加による対象拡大、協議に応じない一方的な価格決定や手形払いの禁止等。)
②受託中小企業振興法【振興法】（従業員基準の追加による対象拡大、指導・助言に従わない事業者に具体的に改善を促す勧奨を追加等。)
③フリーランス・事業者間取引適正化等法（フリーランスの取引環境、就業環境の整備。2024年11月施行。）
※①及び②は2026年1月1日より改正法施行。

１. 法の厳正な執行

３. 取引実態の把握・相談対応
①取引Gメン（約330名）が取引実態をヒアリング（年間１万件以上）
②取引かけこみ寺（全国47都道府県に設置）における相談対応を実施（年間１万件以上）
③価格転嫁サポート窓口（よろず支援拠点に設置）における支援、価格転嫁支援ツールの提供。

２.民間の自主的取組の後押し
①価格交渉促進月間（2021年９月から開始。毎年９月、3月に実施）に基づく、「発注者リスト」公表、迅速な注意喚起、指導・助言
②価格転嫁を阻害する商習慣の見直しのため自主行動計画（34業種・92団体 ※2026年3月時点）の改訂・徹底
③パートナーシップ構築宣言(１０万社超 ※2026年７月６日時点)の周知・実効性の向上
④労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（2023年11月策定、2026年1月改定）の周知・徹底

４. 官公需における価格交渉・価格転嫁の促進
①国等の契約の基本方針（2025年4月閣議決定）等を踏まえた、発注者側から少なくとも年１回以上の協議の促進、低入札価
格調査制度や最低制限価格制度の導入拡大・活用（総務省を通じ自治体へ周知。導入状況の見える化・公表）。
②令和8年度予算案、地方財政計画における請負事業等の単価･予算に労務費や資材価格の上昇を反映。

→事業所管大臣を通じた業界への働きかけ強化
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価格交渉促進月間について

価格交渉促進月間の実施とフォローアップ調査結果|
中小企業庁(meti.go.jp)

 サプライチェーン全体で適切に利益を共有し、雇用の約７割を支える中小企業の賃上げを実現する
ためにも、受注側中小企業が負担するコストの適切な価格転嫁が必要不可欠。

 原材料費やエネルギー費、労務費等が上昇する中、多くの中小企業が価格交渉・価格転嫁できる環境
整備のため、2021年9月より毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」として設定。2026年3月で10
回目。

＜高市内閣総理大臣 所信表明演説（2025年10月）＞
三 物価高対策
この内閣が最優先で取り組むことは、国民の皆様が直面し
ている物価高への対応です。暮らしの安心を確実かつ迅速に
届けてまいります。
物価上昇を上回る賃上げが必要ですが、それを事業者に丸投げしてしまっては、事業者
の経営が苦しくなるだけです。継続的に賃上げできる環境を整えることこそが、政府の役割
です。
（略）
加えて、国・地方自治体から民間への請負契約単価を、物価上昇等を踏まえて適切
に見直します。
コスト高から中小企業・小規模事業者を守ります。生産性向上支援、事業承継やＭ＆
Ａの環境整備、更なる取引適正化等を通じ、賃上げと設備投資を強力に後押しします。
自治体向けの重点支援地方交付金を拡充します。物価高の影響を受ける生活者や、
賃上げ税制を活用できない中小企業・小規模事業者、さらには、農林水産業などを支援す
る推奨メニューを設け、地域の実情に合った的確な支援を速やかにお届けいたします。あわ
せて、寒さが厳しい冬の間の電気・ガス料金の支援も行います。
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業所管省庁

受注者

発注者

中小企業庁経営陣

調達部門

②フォローアップ調査
発注者の対応や回答について
• アンケート調査
• 取引Gメンによるヒアリング調査

⑤改善の指示

①価格交渉促進月間の
積極周知・広報
（毎年９月、３月）

※回答が発注者に知ら
れないよう、匿名性の
確保を徹底し集計

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

③発注者リストの公表
④指導・助言、勧奨、
注意喚起の実施

「価格交渉促進月間」における取組
• 中小企業の賃上げ実現の鍵となる価格転嫁・取引適正化を経済界全体で促すため、毎年３月と
９月を「価格交渉促進月間」と設定。

• 受注側中小企業30万社へのアンケート調査や、発注者ごとに価格交渉・転嫁等の状況を整理
した「発注者リスト」の公表等により、発注者の自発的な取引方針の改善に繋げる。

• 2021年９月から開始し、2026年３月で10回目の「月間」を実施。
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2026年３月 価格交渉促進月間フォローアップ調査の概要
• 原材料費やエネルギー費、労務費等が上昇する中、多くの中小企業が価格交渉・価格転嫁できる環境整備
のため、2021年９月より毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」と設定。2026年３月で10回目。

• 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉・転嫁の実施状況等について、中小企業に対し、①アンケー
ト調査、②取引Ｇメンによるヒアリングを実施。必要に応じて業所管大臣名での行政指導等に繋げていく。

①アンケート調査
○調査の内容
中小企業等に、2025年10月～2026年３月末までの期間における、発注者（最大３者分）との間の価格交渉・価格転嫁・支払条件の状況を問う
アンケート票を送付。調査票の配布先は、経済センサスの産業別・都道府県別法人企業数の割合（BtoC取引が中心の業種を除く）を参考にして抽出。
○配布先の企業数
○調査期間
○回答企業数

○回収率

30万社
2026年４月20日～６月３日
69,625社（回答から抽出される発注企業数は延べ91,233社）
※回答企業のうち、BtoC取引のみであり発注者となる取引先がないなどの理由により、回答対象外の企業は10,774社
※参考︓2025年９月調査︓69,988社（延べ86,538社）

2025年３月調査︓65,725社（延べ76,894社）
23.2％（※回答企業数／配布先の企業数）
※参考︓2025年９月調査︓23.3％、 2025年３月調査︓21.9％

②取引Gメンによるヒアリング調査
○調査の内容
発注企業との間における価格交渉の内容や転嫁状況等について、全国の中小企業から広くヒアリングを実施。
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①31.5%

②59.2%

④6.9% ⑤2.1%

③0.3%

価格交渉が
行われなかった
9.3％

価格交渉の状況（調査結果抜粋）

発注企業から、交渉の申し入れがあり、
価格交渉が行われた。①

受注企業から、発注企業に交渉を申し出、
価格交渉が行われた。②

コストが上昇し、発注企業から申し入れがあったが、
発注減少や取引停止を恐れ、
発注企業からの申し入れを辞退した。

③

コストが上昇したが、発注企業から申し入れがなく、
発注減少や取引停止を恐れ、
交渉を申し出なかった。

④

コストが上昇し、発注企業から申し入れがなく、
受注企業から交渉を申し出たが、
応じてもらえなかった。

⑤89.4％

10.6％

直近６か月間における価格交渉の状況

• 「価格交渉が行われた」割合（①②）は前回から約１ポイント増加し、９割を超過（前回89.4％→90.7％）。
• 「発注側企業から申し入れがあり、価格交渉が行われた」割合（①）は、前回から約３ポイント減の31.5％。
• 「価格交渉が行われなかった」割合（③④⑤）は前回から微減（前回10.6％→9.3％）。
 価格交渉は浸透しつつあるものの、引き続き、受注企業の意に反して交渉が行われなかった者が約１割。
協議に応じない一方的な価格決定の禁止を盛り込んだ「中小受託取引適正化法」の着実な執行などを通
して、価格交渉・転嫁への更なる機運醸成が重要。

①34.6%

②54.8%

④7.9%
③0.4%

⑤2.3%

n=65,311

2026年

3月

価格交渉が
行われた
90.7％

発注企業からの
申し入れにより、
交渉が行われた

※「価格交渉不要」の回答を除いた分布。
※本調査の回答は、取適法の対象外取引も含まれ得ることに留意。以下同じ。

2025年
9月

n=57,333
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①27.3%

②21.0%

③10.5%

④24.4%

⑤15.8%

⑥1.0%

価格転嫁の状況①【コスト全般】 （調査結果抜粋）

9月 3月

※「価格転嫁不要」の回答を除いた分布

• コスト全体の価格転嫁率は54.2％。昨年9月時点より約１ポイント増加（前回53.5%→54.2％）。
• 「一部でも転嫁できた」割合（①②③④）は、８割超。
• 「転嫁できなかった」「マイナスとなった」割合（⑤⑥）は横ばいの状況（前回16.8％→16.0％）。
 価格転嫁の状況はほぼ横ばいであり、引き続き、転嫁できない企業と二極分離の状態が継続している。
転嫁が困難な企業への更なる対策が重要。

直近６か月間における価格転嫁の状況

83.2％

転嫁率【コスト全般】
︓54.2％

①27.2%

②21.8%

③10.8%

④24.1%

⑤15.2%

⑥0.8%

n＝72,037

全額転嫁ができた

一部でも価格転嫁できた
84.0％

全く転嫁できず
16.0％16.8％

n=64,085

転嫁率【コスト全般】
︓53.5％

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤０割

⑥マイナス
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⑥0.8%

①27.1%

①27.3%

②17.2%

②17.1%

③10.3%

③10.1%

④24.1%

④24.2%

⑤20.6%

⑤20.4%

⑥0.8%

⑥0.9%⑥0.8%

原材料費 労務費

9月

3月 3月転嫁率︓55.7％ 転嫁率︓50.0％

エネルギー費

9月

⑤22.4%%
④23.5%

③
10.1②16.3%①27.0%

⑥0.7%
率︓48.9％転嫁

⑤23.0%④23.1%
③9.4%

②16.4%①27.3%

3月 転嫁率︓48.9％

9月

全く転嫁できず
or 減額

⑤16.6%%
④23.0%

③9.2
②17.0%①33.6%

⑥0.7%
転嫁率︓55.0％

⑤17.1%④23.1%
③8.8%②16.8%①33.3%

一部でも
価格転嫁できた

①10割 ②９割、８割、７割

④３割、２割、１割 ⑤０割

③６割、５割、４割

⑥マイナス

価格転嫁の状況②【コスト要素別】 （調査結果抜粋）
• 原材料費の転嫁率は上昇したものの、労務費・エネルギー費は前回から横ばい。
• 労務費の転嫁率は、５割を維持したものの、原材料費と比較して約５ポイント低い。エネルギー費の転嫁率
が前回に引き続き最も低い水準となった。
 労務費に限らず、原材料費・エネルギー費を含めたコスト全般の価格転嫁を一層推進していく必要がある。

転嫁率︓50.0％

※「価格転嫁不要」の回答を除いた分布 14



＜企業リスト＞
 公表対象企業は過去最大の522社に増加、う
ち初掲載が195社。

 価格交渉・転嫁、支払条件のいずれも最高評
価「ア」を受けた企業は66社。

＜官公需リスト＞
 官公需における公表対象機関は過去最大の
89機関に増加。

 交渉・転嫁について、約８割の機関で「イ」
以上となったものの、今回初めて、最低評価
「エ」を含む機関がみられる結果となった。

発注者リスト（冒頭部分抜粋）

発注者リストの公表事例（2026年１月23日公表分）
• フォローアップ調査において、10社以上の受注側企業から回答があった発注者について、回答（10点満点）
の平均点を４区分に分類・整理し、リスト形式で掲載。
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パートナーシップ構築宣言
２０２６年７月６日時点で全国１０万社以上が宣言（年間約２万社が新規に宣言）
事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小企業の共存共栄を目指し、「発注者」側の立
場から、「代表権のある者の名前」で宣言するものです。

主に（１）サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携、（２）受託中小企業との望ましい取引慣行（振
興基準※）の遵守 の２点を宣言し、特設ポータルサイトで公表します。

宣言公表企業は国等の一部補助金について加点措置が受けられる等、優遇措置が受けられます。
宣言文にはひな形が用意されていますが、任意記載欄も設けられています。独自の取組も盛り込んでぜひ宣言を
行いましょう。

※振興基準は、受託中小企業の振興を図るため、中小受託事業者及び委託事業者のよるべき一般的な基準として
受託中小企業振興法第3条第1項の規定に基づき、定められたものです。

大企業・中小企業に関わらず
サプライチェーン全体での連携

原材料費やエネルギーコストを適正に転嫁
適正価格での取引実現

支払いは可能な限り現金で︕
製造委託等代金の
支払条件改善

宣言！

代
表
者

パートナーシップ構築宣言ポータルサイト



地域におけるパートナーシップ構築宣言の拡大に向けて
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・経済団体等が参画する宣言に係る協定締結、共同宣言等
かつ
・宣言企業への補助金加点等のインセンティブを措置

・セミナー等による宣言の周知活動を実施

・経済団体等が参画する宣言に係る協定締結、共同宣言等
または
・宣言企業への補助金加点等のインセンティブを措置

 宣言の更なる拡大に向けて、2023年２月に、経済産業大臣から地方経済産業局長
に、自治体や経済団体への働きかけを指示。

 「自治体・経済団体等による協定締結や共同宣言」、「宣言企業への自治体補助金で
の加点措置」などの地域での取組が47都道府県まで拡大。

〈パートナーシップ構築宣言の拡大に向けた各地域の取組の現状（2026年3月31日時点）〉
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各地域の自治体や経済団体における取組が徐々に拡大。以下は公表済みの中国地域各県の事例

■山口県
○宣言企業に対して補助金の加点措置

■広島県
○「広島県パートナーシップ構築宣言普及
促進会議」を開催、県・国・県内団体が普
及・促進を申合せ
○宣言企業に対して補助金の加点措置

■岡山県
○県・県内団体が、宣言の普及に関する県
内企業への要請文を発出
○宣言企業に対して補助金の加点措置

■島根県
○県・県内団体が、宣言の普及・趣旨徹底
に関する県内企業への要請文を発出
○宣言企業に対して補助金の加点措置

■鳥取県
○県・国・県内団体が宣言の県内企業への
周知を含む、価格転嫁と賃上げに係る共
同宣言を発出
○宣言企業に対して補助金の加点措置

中国地域各県におけるパートナーシップ構築宣言拡大策等について



「応援します！＃パートナーシップ構築宣言」「パパパパパ宣言！＃」

https ://www.chugoku.meti.go.jp/seisaku/chusho/torihiki.html#07
https ://chugoku-meti-gov.note.jp/all

中国経済産業局ではHP「応援します︕＃パートナー
シップ構築宣言」、note「パパパパパ宣言︕」と題し
て、大企業と中小企業が共に成長できる持続可能な
関係の構築に向けた取組を進める企業を応援し、宣
言の輪を拡大し、「イコールパートナー」を地域の文化
とするため、中国地域内の好事例をHPで紹介してい
ます。
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https://www.chugoku.meti.go.jp/seisaku/chusho/torihiki.html#07
https://chugoku-meti-gov.note.jp/all
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中国地域の「価格転嫁の好事例」
中小企業庁では、3月と9月を「価格交渉促進月間」と設定し、価格交渉・価格転嫁の促進に向けた広報や講
習会、月間後のフォローアップ調査を行っています。また、全国に取引Gメンを配置し、発注側企業との価格
交渉の内容や転嫁状況等について地域企業へのヒアリングを行っています。ヒアリングの中から中国地域の
「価格転嫁の好事例」についてご紹介します。

• 担当者が来社され、改善した今後の購買方針を説明してもらうなど｢価格交渉促進月間フォローアップ調査の企業リスト｣での
公表結果により取引姿勢の変化があった。そのため、公表資料である最低賃金の上昇率や電力会社からの自社購買単価など
を用いて資料を作成し、交渉した結果、3週間程度の短期間で満額回答を得た。 (取引先:電気電子情報通信)

• 発注側企業が各種コストの上昇分を価格転嫁に反映させるための積算様式を作成してくれたため、それを用いて協議した結
果、値上げを認めてもらえた。(取引先:アルミダイキャスト製品製造)

• 原材料費、発送費、労務費が上昇したことに加え、工場の設備機械等のメンテナンス費用も値上がりしたこともあり、上昇分を
踏まえた単価アップを交渉した結果、100％認められた。また、当社が外注して使用する部品についても外注先からの価格
改定の案内文書を根拠に交渉したところ、100％価格転嫁が認められた。この発注側企業は当社の置かれた業界の状況も
理解して、サプライチェーン全体を考慮して単価に反映してくれている。(取引先:産業機械)

• 取引先とは毎月定例会を開催し、開発の進捗状況や今後の計画などの情報共有を行うなど、良好なコミュニケーションが取
れている。直近では、派遣・常駐社員のランクアップおよび単価7％アップの回答となっており、十分に満足している。
(取引先:電子部品・デバイス・電子回路製造業)

• 次年度において値上げが予測される製品について、事前に知らせてほしい旨の案内文が取引先から送られるようになった。次
年度の仕入れ予算取りに関連していると思われる。(取引先:生産用機械器具製造業)

好事例
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 中小企業政策審議会取引問題小委員会（令和８年３月開催）において、ヒアリングの特徴的な事例を、テーマ別・業種別に集計分析した資料を提出。
（参考）ヒアリングで把握した事例

価格交渉・価格転嫁

▲ 2020年頃、取引先に押し切られた形で研修生を受け入れたが、その後、取引先が内製化を進め、発注量が減少した。（発注側：電子部品・デバイス・電子回路製造業、受注側：
ゴム製品製造業）

 原材料価格の上昇分は、年2回の見直し時期に市場価格に連動して価格が見直される。労務費の上昇分は、半年に一度、賃上げ等のエビデンスを提示し、4月に遡って
価格が転嫁される。2024年には補給品の価格協議を要請し、2025年に要請額満額での価格改定となった。（発注側：輸送用機械器具製造業、受注側：輸送用機械器具製造業）

▲ 2025年●月、原材料費の高騰や円安による仕入価格の上昇に伴い、自社努力で据え置いてきた価格について取引先に10%値上げの申し入れを行ったが、値上げを申請
するのは自社だけと言われ、また、賃金の安い県の競合の例を出され、全く値上げに応じてもらえなかった。 （発注側：倉庫業、受注側：繊維業）

支払条件
 今年、取引先から支払条件変更の書面通知があり、翌月調達分から現金100％（納品から60日以内支払い）へ変更になった。振込手数料も取引先負担となり、支払い
条件は大きく改善された。（発注側：電子部品・デバイス・電子回路製造業、受注側：ゴム製品製造業）

▲ファクタリングの支払いサイトが120日で、取引先との打ち合わせの度にサイト短縮要請をしているが、担当者は「検討する」とは言ってくれるが変更はない。また、
取引先からは自社との取引は取適法の対象取引には当たらないと言われている。（発注側：金属製品製造業、受注側：化学工業）

▲ 取引先の支払条件は、当月15日締、翌々月末日支払いの期日指定現金サイト105日になっており、数年前から何度もサイト短縮の要請をするが回答が無く現在も継続

しているため、自社の資金繰りに影響し非常に困っている。（発注側：各種商品小売業、受注側：化学工業）

減額
▲長年に亘り、「協賛金」の名目で売上金額の●％相当額を控除されている。また、取引先が任意に設定した毎月１週間程度のセール期間中の販売分については、さらに
●％を上乗せして控除される。（発注側：繊維・衣服等卸売業、受注側：繊維工業）

▲ 支払方法が手形から現金に変更になった際に、売上金額から●％減額されるようになり、現在も続いている。（発注側：生産業機械器具製造業、受注側：金属製品製造業）
▲ 元請け事業者が建築資材の高騰により当初予算をオーバーした場合には、最終工程である自社の納入価格が決定されているにもかかわらず、指値で納入価格が変更さ
れている。（発注側：総合工事業、受注側：職別工事業（設備工事業を除く））

型取引
 非稼働型の保管費用は、自社より申請し2025年●月から毎月の支払が開始された。支払額は、自社で費用負担している倉庫の土地賃貸料、建物代の減価償却費や賃料等
を自社で算出し、要請したところ満額認められた。（発注側：輸送用機械器具製造業、受注側：輸送用機械器具製造業）

 自社にて保管している型について、１年に１回棚卸しがあり、保管している数×単価で保管料が支払われる。廃棄についても取引先からの指示で行い、自社が実施した
場合の経費はすべて負担してもらえる。（発注側：ゴム製品製造業、受注側：金属製品製造業）

▲ 2024年●月に保管している木型の2/3が休眠型になっているため、保管場所に苦慮していることを伝え、他社の事例を提示し保管料を支払って欲しい旨を申し入れた
が、取引先からは量産終了後２年間の無償保管を言い渡され請求を拒否された。（発注側：生産用機械器具製造業、受注側：鉄鋼業）

知財関連
 自社でデザインデータやWebデータの作成を受託する場合には、データの２次、３次使用に関しても、予め取引先と取り決めを行っており、使用される場合には対価
を支払ってもらっている。（発注側：娯楽業、受注側：印刷・同関連業）

▲外食産業の不振によりコスト削減が進む中、数年前に取引先からの要求を受け提出した食品のレシピが外国に渡り、転注された。（発注側：食料品製造業、受注側：食料品製造
業）

【凡例】●：よい事例、 ▲：注意を要する事例
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（出所）取引問題小委員会(第24回)資料1 取引Gメンによるヒアリング等調査結果
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 価格転嫁検討ツール（中小機構）
⇒商品別・取引先別の収支状況を把握し、目指すべ
き取引価格を試算することで価格転嫁の必要性を
可視化。

 価格交渉支援ツール（埼玉県）
⇒主要な原材料価格の推移を表示。34道府県から
直接リンク。

 原材料・エネルギー等の価格転嫁促進ツール（日本
自動車部品工業会）
⇒原材料、エネルギー、労務費等の価格推移と増減
を表示。

• 令和5年7月に全国のよろず支援拠点に設置した「価格転嫁サポート窓口」において、価格交渉に
必要となる原価計算の手法の習得支援や価格交渉に関する基礎的な習得支援を実施。

• 中小機構や業界団体においても様々な価格転嫁支援ツールを提供。中小企業庁では、これらのツールや価格
交渉のポイントをとりまとめた「価格交渉ハンドブック」を公表し、商工会議所・商工会等に配布するなど、地域
の支援機関等と連携した情報発信を実施。

 中小企業診断士等が、原価計算等について助言。
＜支援例＞

原価管理の目的とその算出に係る考え方、製品
原価の算出に必要な情報の把握手法等について
助言。

個々の企業の実態を踏まえた、具体的な製品毎
の原価の算出方法等を提案。

価格転嫁サポート窓口 価格転嫁支援ツールの例（よろず支援拠点に設置）

中小企業の価格転嫁実現に向けた支援
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取引かけこみ寺
• 各都道府県の中小企業振興機関協会の協力を得て、本部及び全国47都道府県に「取引かけこみ
寺」を設置。

• 代金の減額や買いたたきといった取引上の悩みに関する様々な相談を受け付け、専門の相談員
や弁護士がアドバイスを行う。年間11,000件超の相談に対応。（2024年度）

• 令和7年6月に、官公需に関する相談の受付も開始。

相談無料 全国48か所

秘密厳守 匿名相談可能

代金減額

知財侵害

不当なやり直し

不当返品

不当な経済上
利益提供要請

一方的な
代金決定

買いたたき

代金の未払い
不当な
受領拒否

官公需

• 弁護士による無料相談
• 裁判外紛争解決手続（ADR）
• 取適法違反のおそれがある場合、
中小企業庁への通報

• 地方公共団体における官公需
相談窓口を紹介
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価格交渉ハンドブック
 交渉準備編と交渉実践編で構成しています。
 交渉を成立させるためのノウハウを整理しています。

中小企業庁HP
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/pamflet/kakaku_kosho_handbook.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/pamflet/kakaku_kosho_handbook.pdf

